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稲沢市子ども・子育て支援事業計画の状況について〔令和元年７月２４日〕 
 

１ はじめに 

稲沢市子ども・子育て支援事業計画は、子ども・子育て支援新制度に対応した市の計画です。 

このたび、平成３０年度の実績及び平成３１年度以降の変更点等をまとめましたので、以下のと

おり報告します。 

 

２ 平成３０年度実績、３１年度見込みについて  

保育園や幼稚園などの整備や子育て支援事業の実施についての実績値および平成３１年度の数値

を記載しています。（太枠内が、実績値） 

 

＜教育・保育＞ 

（１）幼稚園、保育園  

   （２号、３号のみ東部と西部２圏域に変更した） 

 

平成28年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 
保育が必要 

０歳 
保育が必要 教育希望が

強い 
左記以外 

（参考）人口推計による児童数 3,706人 2,377人 1,129人 

需要率 31.3％ 4.8％ 63.5％ 34.2％ 16.4％ 

ニーズ量の見込み 1,158人 177人 2,354人 812人 185人 

ニーズ量の実績【圏域変更後】 1,158人   2,433人 964人 176人 

提
供
量 

(

確
保
方
策) 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、

認定こども園 

－  2,898人 864人 205人 

－人 2,966人 943人 211人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 

1,285人 
－ － － 

1,285人 

提供量合計 
1,285人 

2,898人 864人 205人 
1,285人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 
127人 367人 52人 20人 

127人 533人 -21人 35人 

 

  

資料 
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○東部 

 28年度 

２号 ３号 

３歳以上 

保育が必要 

１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要 

ニーズ量の見込み（ａ） 1,626人 551人 130人 

ニーズ量の実績（ｂ） 1,505人 670人 125人 

提
供
量(

確
保
方

策) 

特定教育・保

育施設 

幼稚園、保

育園、認定

こども園 

1,676人 

 

639人 

 

135人 

 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に 

該当しない 

- - - 

過不足分（提供量－ニーズ量） 171人 

 

-31人 

 

10人 

 

 

 

  

○西部 

 28年度 

２号 ３号 

３歳以上 

保育が必要 

１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要 

ニーズ量の見込み（ａ） 905人 261人 55人 

ニーズ量の実績（ｂ） 928人 294人 51人 

提
供
量(

確
保
方

策) 

特定教育・保

育施設 

幼稚園、保

育園、認定

こども園 

1,290人 

 

304人 

 

76人 

 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に 

該当しない 

- - - 

過不足分（提供量－ニーズ量） 362人 

 

10人 

 

25人 
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平成29年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 
保育が必要 

０歳 
保育が必要 教育希望が

強い 
左記以外 

（参考）人口推計による児童数 3,668人 2,363人 1,126人 

需要率 31.3％ 4.8％ 63.5％ 34.2％ 17.1％ 

ニーズ量の見込み 1,146人 

 

175人 2,330人 807人 192人 

【圏域変更後】   【2,433人】 【965人】 【185人】 

 1,146人 2,433人 965人 185人 

提
供
量 

(

確
保
方
策) 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、

認定こども園 

【圏域変更後】 

－  2,898人 864人 205人 

－人 
【2,996人】 【962人】 【211人】 

2,996人 962人 211人 

地域型保育事業 ― ― 
13人 6人 

13人 6人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 

1,285人 
－ － － 

1,285人 

提供量合計 
1,285人 2,898人 864人 205人 

1,285人 2,996人 975人 217人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 

【圏域変更後】 

139人 

人 

393人 57人 13人 

【563人】 【10人】 【32人】 

 139人 563人 10人 32人 
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○東部 

 29年度 

２号 ３号 

３歳以上 

保育が必要 

１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要 

ニーズ量の見込み（ａ） 

 

 

1,549人 667人 130人 

1,549人 667人 130人 

提
供
量(

確
保
方
策) 

特定教育・保

育施設 

幼稚園、保育

園、認定こど

も園 

1,706人 658人 135人 

1,706人 658人 135人 

地域型保育事業 - 13人 6人 

13人 6人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に 

該当しない 

- - - 

過不足分（提供量－ニーズ量） 157人 4人 11人 

157人 4人 11人 

 

 

 

○西部 

 29年度 

２号 ３号 

３歳以上 

保育が必要 

１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要 

ニーズ量の見込み（ａ） 884人 298人 55人 

884人 298人 55人 

提
供
量(

確
保
方
策) 

特定教育・保

育施設 

幼稚園、保育

園、認定こど

も園 

1,290人 304人 76人 

1,290人 304人 76人 

地域型保育事業 - - - 

- - 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に 

該当しない 

- - - 

過不足分（提供量－ニーズ量） 406人 6人 21人 

406人 6人 21人 
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平成30年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 
保育が必要 

０歳 
保育が必要 教育希望が

強い 
左記以外 

（参考）人口推計による児童数 3,636人 2,351人 1,114人 

需要率 31.2％ 4.8％ 63.5％ 34.2％ 17.6％ 

ニーズ量の見込み 

1,136人 

 

174人 2,310人 803人 196人 

【圏域変更後】   【2,433人】 【983人】 【187人】 

 2,433人 983人 187人 

提
供
量 

(

確
保
方
策) 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、

認定こども園 

【圏域変更後】 

－  2,898人 864人 205人 

－人 
【2,996人】 【982人】 【211人】 

2,996人 982人 211人 

地域型保育事業 ― ― 
39人 18人 

36人 15人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 

1,285人 
－ － － 

1,285人 

提供量合計 
1,285人 2,898人 864人 205人 

1,285人 2,996人 1,018人 226人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 

【圏域変更後】 

149人 

 

393人 57人 13人 

【563人】 【38人】 【42人】 

 149人 563人 35人 39人 

 

○東部 

 30年度 

２号 ３号 

３歳以上 

保育が必要 

１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要 

ニーズ量の見込み（ａ） 

 

ニーズ量実績 

1,549人 682人 131人 

1,549人 682人 131人 

提
供
量(

確
保
方
策) 

特定教育・保

育施設 

幼稚園、保育

園、認定こど

も園 

1,706人 678人 135人 

17,06人 678人 135人 

地域型保育事業 - 39人 18人 

36人 15人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に 

該当しない 

- - - 

過不足分（提供量－ニーズ量） 157人 35人 22人 

157人 32人 19人 
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○西部 

 30年度 

２号 ３号 

３歳以上 

保育が必要 

１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要 

ニーズ量の見込み（ａ） 884人 301人 56人 

884人 301人 56人 

提
供
量(

確
保
方
策) 

特定教育・保

育施設 

幼稚園、保育

園、認定こど

も園 

1,290人 304人 76人 

1,290人 304人 76人 

地域型保育事業 - - - 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に 

該当しない 

- - - 

過不足分（提供量－ニーズ量） 406人 3人 20人 

406人 3人 20人 

 

 

 

平成31年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳 
保育が必要 

０歳 
保育が必要 教育希望が

強い 
左記以外 

（参考）人口推計による児童数 3,622人 2,336人 1,099人 

需要率 31.3％ 4.8％ 63.5％ 34.2％ 18.2％ 

ニーズ量の見込み 1,132人 

 

174人 2,310人 803人 196人 

【圏域変更後】   【2,433人】 【1,005人】 【188人】 

 1,132人 2,433人 1,005人 188人 

提
供
量 

(

確
保
方
策) 

特定教育・ 

保育施設 

幼稚園、保育園、

認定こども園 

【圏域変更後】 

10人  2,898人 864人 205人 

10人 
【2,938人】 【1,009人】 【212人】 

2,938人 1,009人 211人 

地域型保育事業 ― ― 
65人 30人 

36人 15人 

確認を受けな

い幼稚園 

上記に 

該当しない 

1,285人 
－ － － 

1,285人 

提供量合計 
1,285人 2,898人 864人 205人 

1,295人 2,938人 1,045人 226人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 

【圏域変更後】 

163人 

153人 

393人 57人 13人 

【505人】 【69人】 【54人】 

 163人 505人 40人 38人 
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○東部 

 31年度 

２号 ３号 

３歳以上 

保育が必要 

１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要 

ニーズ量の見込み（ａ） 1,549人 697人 132人 

1,549人 697人 132人 

提
供
量(

確
保
方
策) 

特定教育・保

育施設 

幼稚園、保育

園、認定こど

も園 

1,706人 678人 135人 

1,668人 685人 136人 

地域型保育事業 - 65人 30人 

36人 15人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に 

該当しない 

- - - 

過不足分（提供量－ニーズ量） 157人 46人 33人 

119人 24人 19人 

 

 

 

 

○西部 

 31年度 

２号 ３号 

３歳以上 

保育が必要 

１・２歳 

保育が必要 

０歳 

保育が必要 

ニーズ量の見込み（ａ） 884人 308人 56人 

884人 308人 56人 

提
供
量(

確
保
方
策) 

特定教育・保

育施設 

幼稚園、保育

園、認定こど

も園 

1,270人 324人 76人 

1,270人 324人 76人 

地域型保育事業 - - - 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に 

該当しない 

- - - 

過不足分（提供量－ニーズ量） 386人 16人 20人 

386人 16人 20人 
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＜地域子ども・子育て支援事業＞ 

（１）時間外保育事業  

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 

683人 678人 673人 667人 669人 

1,448人 1,877人 1,902人 1,942人 1,975人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
29か所 

28か所 28か所 28か所 28か所 

28か所 29か所 31か所 31か所 

提 供 量 

683人 678人 673人 667人 669人 

1,448人 1,877人 1,902人 1,942人 1,975人 

過 不 足 

（ 提供 量－ニ ーズ 量） 
0人 0人 0人 0人 0人 

 
※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

 

 

（２）休日保育事業  

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 140人 

139人 138人 136人 136人 

19 61人 67人 73人 

提 供 量 

140人 139人 138人 136人 136人 

0人 19人 61人 67人 73人 

過 不 足 

（ 提供 量－ニ ーズ 量） 

0人 0人 0人 0人 0人 

△140人 0人 0人 0人 0人 

 
※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 
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（３）放課後児童健全育成事業 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 

1,352人 1,349人 1,358人 1,380人 1,366人 

1,205人 1,350人 1,388人 1,518人 1,519人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 

28か所 

＜内7か所＞ 

28か所 

＜内5か所＞ 

26か所 

＜内2か所＞ 

26か所 

＜内2か所＞ 

26か所 

＜内2か所＞ 

28か所 

＜内5か所＞ 

26か所 

＜内2か所＞ 

25か所 

＜内1か所＞ 

25か所 

＜内1か所＞ 

実 施 小 学 校 区 23/23学区 23/23学区 23/23学区 23/23学区 23/23学区 

提 供 量 
1,352人 1,349人 1,358人 1,380人 1,366人 

1,205人 1,350人 1,388人 1,518人 1,518人 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 
0人 0人 0人 0人 0人 

 
※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

※ 28年度から、国の制度改正により、1施設1クラブとなったため、実施箇所数を変更しています。（内数は、いなッピール

ーム） 

 

 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

（年間） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 
9人 9人 9人 9人 9人 

0人 0人 0人 0人 9人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 

1か所 1か所 1か所 １か所 １か所 

0か所 3か所 3か所 3か所 3か所 

提 供 量 
9人 9人 9人 9人 9人 

0人 0人 0人 0人 9人 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 
0人 0人 0人 0人 0人 

 
 

※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 
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（５）地域子育て支援拠点事業  

（年間） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 

138,405人 137,815人 137,148人 136,203人 135,024人 

50,530人 47,085人 60,351人 54,792人 55,065人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 

12か所 12か所 12か所 12か所 13か所 

11か所 11か所 12か所 12か所 12か所 

提 供 量 

138,405人 137,815人 137,148人 136,203人 135,024人 

50,530人 47,085人 60,351人 54,792人 55,065人 

過 不 足 

（ 提 供 量－ ニ ーズ 量） 
0人 0人 0人 0人 0人 

 

 
※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

（６）幼稚園における一時預かり事業  

 
（年間） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 

（１号認定利用） 

8,977人 8,881人 8,790人 8,714人 8,680人 

0人 0人 0人 0人 0人 

ニ ー ズ 量 

（２号認定利用） 

3,056人 3,023人 2,992人 2,966人 2,955人 

0人 0人 0人 0人 0人 

ニ ー ズ 量 

（確認を受けない幼稚園） 
6,908人 6,940人 7,096人 7,124人 7,152人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
5か所 5か所 5か所 5か所 5か所 

提 供 量 12,033人 11,904人 11,782人 11,680人 11,635人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － ニ ー ズ 量 ） 

0人 0人 0人 0人 0人 

0人 0人 0人 0人 0人 

実 施 園 愛知文教女子短期大学附属第一、愛知真和学園第二、大里双葉、祖父江、六輪 

 
※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

 



11 

 

（７）保育園等における一時預かり事業  

 
（年間） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 
6,271人 6,251人 6,227人 6,186人 6,127人 

4,884人 4,670人 5,519人 5,540人 5,561人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
6か所 

7か所 7か所 7か所 7か所 

6か所 6か所 6か所 6か所 

提 供 量 

6,271人 6,251人 6,227人 6,186人 6,127人 

4,884人 4,670人 5,519人 5,540人 5,561人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － ニ ー ズ 量 ） 

0人 0人 0人 0人 0人 

0人 0人 0人 0人 0人 

実 施 園 下津、高御堂中央、牧川、みのり、信竜、明治（※28年度 下津から子生和へ変更） 

 
※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

 

 

（８）病児・病後児保育事業  

 
（年間） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 
909人 903人 898人 891人 887人 

26人 29人 33人 22人 35人 

提 供 量 

909人 903人 898人 891人 887人 

26人 29人 33人 22人 35人 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 

0人 0人 0人 0人 0人 

0人 0人 0人 0人 0人 

 
※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 
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（９）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

（就学児）  

（年間） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 
2,952人 2,937人 2,976人 2,948人 2,941人 

2,595人 3,364人 3,705人 3,313人 3,478人 

提 供 量 

2,952人 2,937人 2,976人 2,948人 2,941人 

2,595人 3,364人 3,705人 3,313人 3,478人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － ニ ー ズ 量 ） 

0人 0人 0人 0人 0人 

0人 0人 0人 0人 0人 

 
※ 見込まれるニーズに不足なく対応していくよう、提供量を設定しています。 

※ 本市では、就学児に限らず、就学前児童も対象にして、国のニーズ調査の対象から拡充して施策を実施していま

す。 

 

 

（10）利用者支援事業  

 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 
13か所 13か所 13か所 13か所 13か所 

0か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 

13か所 13か所 13か所 13か所 13か所 

0か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

実 施 箇 所 
※利用者支援事業の国要綱の改正により実施箇所数を見直した。なお、子育て世代包括

支援センター（母子保健型）の開始により、28年度から１か所へ変更。 

 

 

（11）妊婦に対する健康診査  

 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 

1,176人 1,167人 1,164人 1,152人 1,136人 

1,182人 1,127人 1,060人 1,024人 1,136人 

実 施 体 制 

（ 確 保 方 策 ） 

平成２８年度からママベビーサポート事業が開始となり、母子健康手帳交付場所を保

健センター及び保健センター祖父江支所に集約 
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（12）乳児家庭全戸訪問事業 

 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 

935人 927人 925人 916人 904人 

1,144人 1,085人 1,260人 1,014人 904人 

実 施 体 制 

（ 確 保 方 策 ） 

助産師7名、保健師16名、主任児童委員15名（平成30年度） 

※主任児童委員は、平成29年度から1名増員。 

 

（13）養育支援訪問事業等 

 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

ニ ー ズ 量 

70件 70件 70件 70件 70件 

92件 179件 169件 66件 70件 

実 施 体 制 

（ 確 保 方 策 ） 
保健師17名（平成30年度） 
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３ 計画の追加・変更について 

（1） 個別施策の追加 

① 個 別 施 策：幼児教育・保育無償化（１－１－２１）【P40】 

取り組み内容：令和元年１０月から、３歳～５歳児の保育料・幼稚園授業料等を無償化。 

担  当  課：保育課 

 

② 個 別 施 策：スクールソーシャルワーカーによる対応（２－２－１５）【P49】 

取り組み内容：不登校等の問題を抱える児童生徒に対し、社会福祉等の専門的な知識や技

術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働きかけて支援を行う。 

担  当  課：学校教育課 

 

③ 個 別 施 策：小学校外国語教育推進（２－２－１６）【P49】 

取り組み内容：令和２年度から小学校5・6年生において、外国語科がはじまることに対し

て、円滑な移行ができるように、移行期間中である平成30年度から、各

小学校の外国語教育が充実するよう配置。 

担  当  課：学校教育課 

 

④ 個 別 施 策：部活動指導員の導入（２－２－１７）【P49】 

取り組み内容：中学校部活動において教職員である顧問とは別に指導員を一部に導入し、

部活動の質的な向上とともに教員の負担軽減を図る。 

担  当  課：学校教育課 

 

 

（2） 個別施策の修正 

   ① 個 別 施 策：学校設備の整備（２－２－１０）【P49】 

⇒平成29年度から、児童生徒の学習環境改善のため、市内小中学校の普通教室に空調設備

（エアコン）の整備を順次実施 

⇒令和２年度当初に整備完了予定を今年度中に整備完了へ変更。 


